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研究成果の概要（和文） ： 
本研究では、日本の六大都市における小地域人口統計に関する歴史 GIS データベースを構築 

したうえで、居住地帯分化の長期的な変遷に対する、戦災・災害の影響について検討した。戦 
災被害が甚大であった東京と、比較的軽微であった京都を対象に戦前から高度成長期後までの 
居住地帯分化の変遷を検討した結果から、戦災による影響は高度成長期までの一時的なものに 
過ぎず、むしろその後の社会的・経済的情勢の変化のほうが、居住地帯分化に大きな影響を与 
えた可能性が指摘された。 
研究成果の概要（英文）： 

This research aims to examine how war damage and disasters affected change in the 
residential differentiation of Japanese six major cities: Tokyo, Yokohama, Nagoya, Kyoto, 
Osaka and Kobe. While Kyoto suffered little damage from World War II, Tokyo was one of 
the most severely damaged cities in Japan. According to the result of comparing both Kyoto 
and Tokyo, the impact of the war damage on change in the structure of residential area 
was rather insignificant, compared to that of the high economic growth in Japan after 
World War II. 
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１．研究開始当初の背景 
近代以降の都市では、特定の属性をもった 

人々は特定の地域に住むことが多く、都市内 
の人口分布には明瞭なパターンが存在する。 
居住地帯分化とは、そのような空間的なすみ 
わけであり、都市地理学あるいは都市社会学 
の主要なテーマの1つとして議論されてきた。 

しかしながら、日本の都市を対象とした居住 
地帯分化に関する研究は、単時点あるいは短 
期的な期間を対象としたものが多く、長期的 
な視点に立った研究は少ない。 
ところで、近代以降の日本の大都市の多く 

は、第 2次世界大戦による戦災を経験し、東 
京や横浜、神戸など、大規模な災害も経験し 
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ている。都市に対して面的かつ甚大な被害を 
与えた戦災は、都市構造を一変させるほどの 
影響をもたらした。当然のことながら、都市 
の内部構造の一端をなす居住地帯分化に対 
しても、戦災による大きな影響が表れている 
と考えられる。また、関東大震災などの都市 
部における大規模災害も、同様に居住地帯分 
化に対する大きな影響をもつものと予想さ 
れる。しかしながら、長期的な視点が欠如し 
た居住地帯分化に関する既往研究の成果か 
らは、戦災や災害による居住地帯分化に対す 
る影響を解明することは難しい。 

長期的な視点に立った研究が少ない要因 
の 1つとして、資料的な限界を挙げることが 
できる。居住地帯分化に関する分析を進める 
うえで、町丁目や字などの小地域単位で集計 
された人口統計の利用は欠かせない。しかし 
ながら、日本において小地域単位の人口統計 
が全国的に作成されるようになった、 1960 年 
代以前の資料の整備状況や残存状況につい 
ては不明な点が多い。長期的な視点の研究が 
少ないもう 1点の要因として、分析のための 
準備作業が非常に煩雑となる点を挙げるこ 
とができる。小地域単位での分析を進めるに 
は、地区数が非常に多くなるために手作業に 
よる分析は困難であり、効率的な分析を進め 
るには、地理情報システム（GIS）の利用を 
前提とした、GIS 上で利用可能なデジタル形 
式のデータベースの整備も必要となる。 

２．研究の目的 
本研究では、近代以降の日本の大都市を対 

象として、小地域単位の人口統計による居住 
地帯分化の時空間分析を行ない、居住地帯分 
化の変遷に対する戦災および災害の影響を 
解明することを目的とする。大都市を研究対 
象とするのは、小地域単位で集計された人口 
統計資料の残存が、中小都市よりも期待でき 
るためであり、 第 2次世界大戦前において “六 
大都市”とされた東京、大阪、京都、神戸、 
名古屋、横浜の 6都市を分析対象とする。な 
お、研究代表者はすでに、京都を対象とした 
長期的な居住地帯分化の変遷に関する研究 
を実施しているが、戦災や災害に関する視点 
からの議論はなされていない。市街地全体に 
被害が及ぶほどの戦災や災害を経験してい 
ない京都では、近世末から受け継いだ居住地 
帯分化のパターンを、高度経済成長期ごろま 
で維持してきた。京都の事例は、戦災や災害 
による影響がない場合の居住地帯分化の変 
遷のモデルケースとして考えることができ、 
この観点から京都を対象とした追加的な分 
析を実施する。 

３．研究の方法 
本研究の目的の達成のために、まず、対象 

とする6都市における近代以降の小地域単位 

の人口統計資料のデジタルデータ化を行な 
い、GIS 上で利用可能な形式でデータベース 
を構築する。GIS 上で利用するために、小地 
域単位の人口統計資料に関する表形式のデ 
ジタルデータと、対応する小地域単位の地図 
データを作成する。 

小地域単位の人口統計資料と対応する地 
図に関するデータベースの構築作業に合わ 
せ、居住地帯分化の長期的な変遷に関する時 
空間分析を実施する。1995 年の阪神・淡路大 
震災を経験した神戸では、経済が停滞気味で 
あったインナーエリアの一部は、再開発を経 
た 10 年後には、若年の単身者やファミリー 
層の多く住む街へと変貌した。この結果から、 
戦災や災害が従前の居住地帯分化をシャッ 
フルし、長期的に影響を与え続けるものなの 
か、あるいは一時的な影響に過ぎず、長期的 
には従前の居住地帯分化に戻るものなのか 
という仮説を立てることができる。本研究で 
は、このような観点から、居住地帯分化の長 
期的な変遷における戦災や災害の位置づけ 
を検討する。最終的に、戦災や災害による被 
害のあまりない京都と、被害を経験した他の 
5 都市とで、居住地帯分化の変遷過程を比較 
し、戦災や災害による影響を考慮した近代以 
降の日本の大都市における居住地帯分化の 
歴史的な変遷に関するモデルの構築を試み 
る。 

４．研究成果 
2010 年度は、 対象とする 6都市における小 

地域単位の人口統計資料の収集と、収集した 
資料の一部のデジタルデータ化作業を中心 
に実施した。資料収集の結果、大半の都市に 
関して、明治末期から現代までの小地域単位 
の人口統計資料の存在が確認できたものの、 
利用可能な集計項目は、その多くが人口総数、 
男女別人口、 世帯数の4項目に限られており、 
居住地帯分化の変遷を連続的かつ詳細に分 
析することは困難であることが明らかにな 
った（発表論文のうち雑誌論文⑤）。また、 
京都に関しては、統計データの作成とともに 
GIS で利用可能な地図データの作成を進め、 
明治末期から高度成長期までの京都を対象 
として、居住地帯分化の長期的な変遷を分析 
した（発表論文のうち著書①・②）。その結 
果、戦災による影響は比較的軽微であった京 
都でさえ、戦時下の徴兵や疎開によって、居 
住地帯分化の状況が大きく変化していたこ 
とが明らかになるとともに、これらの影響は、 
高度成長期の直前には薄れ、戦前に近い状況 
にまで回復していたことが示された。 
2011 年度には、 引き続き小地域単位の人口 

統計資料の収集およびデジタルデータ化を 
行ない、対象とした 6都市に関して収集でき 
たすべての資料のうち、人口総数、男女別人 
口、世帯数に関する資料のみ、すべてデジタ



ル化作業を完了させた。一方で、地図データ 
に関しては、京都に次いで東京に関してその 
作成を急ぎ、1908 年から 1990 年までの統計 
データに対応する東京の地図データを完成 
させた。他の都市に関しては、ベースマップ 
となる 1950 年代の地図データが完成してい 
る。そして、東京に関する統計データおよび 
地図データを利用して、東京における居住地 
帯分化の長期的な変遷を明らかにした（学会 
発表②・⑥）。戦災による甚大な被害を受け 
た東京の場合、 戦災前の1939年と戦後の1950 
年の状況を比較すれば、戦災地域での人口密 
度や男性人口の著しい減少と、若干の郊外化 
が認められた。その後、高度成長期までにさ 
らなる郊外化が進むものの、都心部では、戦 
前の居住地帯分化に近い状況が再現され、一 
定の回復を見せた。高度成長期以降の社会的、 
経済的な情勢の変化は、東京における居住地 
帯分化に大きな影響を与え、戦前の状況に類 
似したパターンは、1970 年代以降、徐々に失 
われていった。これらの結果を踏まえて、こ 
のような変化を経験した東京と、戦災被害が 
比較的軽微ながら、徴兵や疎開によって居住 

地帯分化の状況が変化させられた京都を対 
象として、1935 年から 1975 年の間の人口や 
世帯などの分布の変化を比較し、戦災による 
居住地帯分化の変遷への影響の解明を試み 
た（発表論文のうち雑誌論文③）。 
図 1 は、1935 年から 1975 年の間の両都市 

における人口密度の変化を示しており、1935 
年と 1950 年の人口密度の減少の程度は東京 
のほうが顕著であるものの、 1960 年には一定 
程度回復している。1975 年には、両都市とも 
にドーナツ化現象と郊外化が急速に進行し 
ている。図 2は、同じ期間における世帯規模 
（1 世帯当たり人員）の変化を示しており、 
1935 年では、両都市とも、都心部が高く、そ 
の周辺でやや低く、さらに周辺で高い、とい 
う同心円的なパターンが示されている。戦後 
の 1950 年時点でもその傾向はおおよそ維持 
されているが、 1960 年以降はその同心円的な 
パターンは崩れ、1975 年には、都心部から特 
定の方向の地域で低い傾向がみられる（東京 
の場合は西部、京都の場合は北東部）。この 
間に、両都市ともに居住地帯分化の状況が大 
きく変化したことが予想される。 

図 2 世帯規模（1世帯当たり人員）の変化（上段：東京，下段：京都，単位：人/世帯） 

図 1 人口密度の変化（上段：東京，下段：京都，単位：人/km 2 ）



図 3は、男性人口比率の変化を示したもの 
であり、戦前に都心部を中心に非常に高い値 
であった男性人口比率は、戦後の 1950 年に 
は大きく減少していることがわかる。これは、 
徴兵や疎開によって、都心部の男性人口比率 
の高さを支えていた男性奉公人が著しく減 
少したためであると考えられ、一時的に居住 
地帯分化の状況が大きく変化している。1960 
年では、男性人口比率は一定程度回復してい 
るものの、1975 年の京都では、男性人口比率 
の一層の低下が確認できる。 

このような結果から、戦災は、市街地の拡 
大という景観的、外面的な変化をもたらすき 
っかけとなったものの、居住地帯分化という 
内面的な変化に対する影響は、それほど大き 
なものではなかったと考えられる。むしろ、 
高度成長期以降の社会的、経済的な情勢の変 
化やそれに伴うライフスタイルの変化によ 
る影響のほうが大きかったと考えられた。東 
京に限れば、東京オリンピックを背景とする 
都市のインフラ整備の影響もあるかもしれ 
ない。今後、より議論を深めるためには、職 
業や世帯、年齢などの居住者の構成に関する 
小地域単位の人口統計データをさらに収集 
し、より詳細な検討を進めていく必要があろ 
う。また、戦後急速に拡大した大都市圏レベ 
ルでの分析も必要である。 

ところで、これまでに作成してきた 6都市 
に関する小地域単位の人口統計データおよ 
び地図データは、近現代の都市内部における 
地理的、社会的変化の状況を詳細に描き出す 
ことのできるデータである（発表論文のうち 
雑誌論文②）。そのため、都市地理学だけで 
なく、都市社会学や社会経済史学など隣接す 
る諸分野の研究者にとっても有用なデータ 
ベースであると考えられるため、将来的には、 
これらのデータをウェブ上に公開する予定 
である。 
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